交野市　法適用申請に対する処分個票
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担当部署:　総務部 地域振興課　
	処分の概要
	定款の変更の認証

	法令名
根拠条項
	特定非営利活動促進法　第25条第3項

	法令番号
	平成10年法律第7号

	【基準】
　特定非営利活動法人が定款の変更を行うときは、社員総会の議決を経なければならない。
2　前項の議決は、社員総数の2分の1以上が出席し、その出席者の4分の3以上の多数をもってしなければならない。ただし、定款に特別の定めがあるときは、この限りでない。
3　定款の変更は、交野市の認証を受けなければ、その効力を生じない。
4　特定非営利活動法人は、前項の認証を受けようとするときは、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添付した申請書を、交野市に提出しなければならない。この場合において、当該定款の変更が特定非営利活動及びその他事業の種類、並びに事業に関する事項に係る変更を含むものであるときは、当該定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書及び活動予算書を併せて添付しなければならない。
5　第10条第2項から第4項まで及び第12条の規定は、第3項の認証について準用する。
6　特定非営利活動法人は、定款の変更(第3項の規定により所轄庁の認証を受けなければならない事項に係るものを除く。)をしたときは、大阪府の条例で定めるところにより、遅滞なく、当該定款の変更を議決した社員総会の議事録の謄本及び変更後の定款を添えて、その旨を交野市に届け出なければならない。
7　特定非営利活動法人は、定款の変更に係る登記をしたときは、遅滞なく、当該登記をしたことを証する登記事項証明書を交野市に提出しなければならない。


	標準処理期間
	84日(特定非営利活動促進法第10条第2項及び第12条第2項)

	備考
	

	


	設定年月日
	平成24年6月25日
	最終変更年月日
	令和3年11月1日
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